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（論文内容の要旨） 
 
 本論文は、文化施設、特に音楽ホールの果たす諸機能を支える専門的な人材について、組織論的な面
から実態を解明し、課題の解決に向けて育成方策の考察を行うことを目的としている。 
 わが国では、従来、文化施設における運営に当たる人材の不足が指摘されてきたが、近年、地域にお
ける文化施設等のハード整備が進んだことを受けて、住民の文化振興に対する要望は、文化芸術活動に
接する機会の増大、地域の文化芸術団体・サークルの育成・支援、文化財の活用によるまちづくりなど
のソフト事業の充実や地域振興政策における文化的側面の重視という方向に移行しつつある。そのため
の主体的な創造活動や地域住民等いわゆるステークホルダー的な関係者の意見や要望のきめ細やかな把
握がおこなわれる必要がある。そこで、ホールを運営する知識や経験、ノウハウの蓄積、地域の住民や
文化芸術団体等のネットワークづくりや文化芸術活動に関する相談機能の充実のため、積極的な役割を
はたす専門的な人材の育成が大きな課題とされている。 
 本論文では、このような認識のもと、次の方法により研究をすすめる。創造型音楽ホールの果たすべ
き役割を考察した上で、事例研究により、組織および人材の現状と課題を捉える。次に、人材に求めら
れる能力や組織における役割を明らかにするため、企画制作部門の組織構造及び業務の分析を行い、職
務分担に基づく理念モデルを提示する。人材の育成方策の現状と課題を分析し、音楽ホールにおける人
材育成の意義及び課題を考察し、専門的な人材の育成方策に向けた視点を示す。研究においては、組織
論、経営管理論を論拠とし、ヒアリングをはじめ、参与観察等のフィールドワークにより、事例および
データの収集を行い、実態の解明と課題の解決に向けた考察を行う。 
 本論文の構成は次の通りである。 
 序章では、本研究の目的とその背景を述べ、問題意識および研究の意義を明らかにした。用語の定義
では、企画制作機能とこれを担う組織としての企画制作部門の概念等を整理した。研究方法、先行研究
における本論文の位置づけを明確にし、本論文の構成を示した。 
 第１章では、芸術文化の意義と人材の果たす役割を考察し、「アートマネジメント人材」の必要性の高
まりを検証した。そして日本における舞台芸術の企画制作機能及び音楽分野の企画制作機能を担う人材
の特徴を分析した。音楽ホールの企画制作機能を担う人材の現状と課題を把握し、創造型音楽ホールの
企画制作機能を担う人材に求められる役割と課題を捉えた。 
 第２章では創造型音楽ホールの事例として兵庫県立芸術文化センター、滋賀県立芸術劇場びわ湖ホー
ル、石川県立音楽堂（オーケストラ・アンサンブル金沢）を取り上げ、運営の現状と課題、運営組織の
構造を把握した。具体的には、概要、基本理念、地域環境、収支構造、事業展開、企画制作の方向性、
組織形態のそれぞれの項目に沿って検証した。これにより、創造型音楽ホールの企画制作機能を担う組
織および人材の現状と課題を明らかにした。 
 第３章では、第２章の事例をもとに、経営管理の観点から考察を行い、企画制作部門を担う組織のあ
り方を示した。企画制作部門を担う人材に求められる能力を分析し、職務分担による理念モデルを提示
した。モデルのもとに、人材の育成にあたっての課題を考察した。 
 第４章では、「アートマネジメント人材」の育成の現状と課題を検証した。創造型音楽ホールにおける
人材育成の意義と課題、及び音楽ホールにおけるインターンシップの意義と課題の分析と事例研究を行
い、音楽ホールにおける人材育成の意義と課題を分析した。その上で今後の人材育成の課題とその解決
の方途を考察した。 
 第５章では、第４章の考察により、専門的な人材の育成方策において、いくつかの視点による課題解
決の方途を示した。人材の資質・能力の育成に関する視点では、職務分担と専門化、事業の多角的な実
施、地域との交流の面から考察した。人材の育成方策の支援に関する視点では、現場研修の重要性とそ
の支援、人材相互の交流、専門性の認定について、その課題とともに考察した。総括として、企画制作
機能を担う人材の必要性及び人材育成の重要性を考察し、人材の育成方策に関する課題と展望において
は、日本の芸術文化環境に関する総合的な見地、および芸術文化の醸成に必要な視点を示唆し、今後の
課題とした。 
 芸術文化の普及と発展において、音楽ホールが果たす役割は少なくないものと思われる。今後、専門
的な人材が育成されることによってその機能の向上が促進され、わが国の芸術文化の発展に寄与するこ
とが期待される。 
 
（総合審査結果の要旨） 
 
 申請者は、文化施設特に音楽専用ホール（付置された楽団が存在するホール）の運営方策に果たす企
画面人材の育成について研究を行った。その具体的内容であるが、まず専門的な人材を養成する手段と
して、その人材能力を考察し、それらをいかに身につけさせるかを考える。そして、職務、事業との関
連、人材交流、専門性認定等の多方面から考察し、ホールの企画の業務を企画制作、広報営業、顧客管
理、地域連携に分解し、それらに対応する職能を持っている担当者の養成が重要とする。限られた予算
等の中では、職能集団を配置すべきことは困難であるので、企画制作能力をコアの職能と考えそれに関
連する職能として広報営業等の能力を加える。その広報営業能力とはホールが存在する地域社会との関
連や聴衆との関係を十分考えて、顧客開拓、ホールの社会的存在意義を知らしめる情報提供能力につな
がる能力であるが、それら２つの能力がホール運営に当たる者の能力として考えそれを拡大するような
研修、ホール間交流の重要性を述べる。 
 研究課題の学術的重要性及び妥当性であるが、全国に2000館を超えるホールがある中でホール自体の
能力を十分引き出しているものは数が少なく、文化庁、芸術文化振興基金、（財）地域創造等においても
ホールの活用のための方策が示され、その運営に当たる人材の養成について、文化審議会でも議論が盛
んに行われていることを考えると、研究課題はそれらに学術的な面から一石を投ずるものであって、そ
の重要性妥当性は意義があろう。次に研究方策であるが、当該課題に沿って、我が国でもっとも専用ホ
ールとしての活用度が高いと見られる３ホールを事例対象とし、人材組織論、なかんずくコンピテンシ
ーマネージメントを援用しホールを人材養成面から分析することによって、先の解決策を導き出した。
その研究方法は妥当なるも、限られた事例であること、特にホールは置かれた地域社会との関連、設置
者（知事、市長）の意向がその運営に大きい影響を与えることを考えると、その対象の取捨選択におい
て偏倚（統計的揺らぎ）も考えられ、普遍性を導き出すことは安易に考えるべきではないだろう。この
ような欠陥も見られるが、この結論は先の文化庁等ホール運営についての方策論議に一つの参考資料と
して貢献しよう。総合的に見て、計画も課題を解決する上で十分考えられたものとなっている上に、研
究成果の波及効果も期待できるので、本論文を博士論文として合格とする。 
